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コンピュータ利用による
財務計画作成と予算管理の仕方(上)






































































































































ァ 監常荒益墓-畿 ×100 - -･-%
(注) 平均総資本- (前期資産合計+当期資産合
計)÷2
イ 歪常嘉益墓-慧 警 ×100----･%
り 売上高総利益率-警 空管 ×100-%
- 壷 禁 等漂 -~霊管警 霊費×100･･%
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オ 嘉 子 墓 -支腎 J誓 驚 倒 ×100･･%
カ 総資本回転率-平喜志鮎 ---･････-回

















悪 霊 嘉 冨-受取嘉聖諾 lSi手形--･月
コ 売掛金回転期間-是 慧鳥 ･･.･-･- 月
サ 棚卸資産回転期間-諾讐 慧 -･･- 月
シ 製品 ･商品回転期間-莞至芸驚 - -月
ス 仕掛品回転期間-基 慧蓋 --･･･-月
七 原材料回転期間-是 豊島 ･･-･･-月
ソ 監 盆 景 雷-支払手形+買掛金-･-･･･月売上高÷12
タ 支払手形回転期間-蓋 荒 .･.-- 月
チ 買掛金回転期間-是 雷鳥 -･･･････月
ッ 雷 雲 芸 蕎-固定資産 +繰延資産- 月売上 高÷12
② 安全性を示す比率
ア 流動比率-諾 詣 ×100-.･･ - ････%
イ 当座比率-叢 ×100･･･ ･-･･-%




習謂 雲諸 芸詣 ×100-%
オ 自己資本比率-漂 ×100･･--%
カ 借入金依存度-選評 -- 月
③ 成長性を示す比率
ア 鮎 墓-(諾 霊圭霊-1)×100･.-･-%
イ 琶腎 葉-(議題 音譜 -1)×100-%
り 鷺 慧 墓-(諾 悪賢 -1)×100日-･%
- 島管 墓-儲 諜 -1)×100-%
④ 生産性を示す比率
















- 寡 配 警-労笥欝主管 費 ×100- %
オ 加工高比率-霊宝雷×10 ---･-･-%
カ 右脇 晶-季語 富野 ---千円
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参考資料
財務分析 1 同業比較例
会社名 (秩)岡田製作所 業種 (0030)電気機械部品製造
指 標 名 算 式 貴社決算期7年 3月 同業 平均7年 同業比優 劣
収益 ① 総資本経常利益率 葦 纂 ×100 %13.6 %3.7 ㊨
②売上高経常利益率 驚 ×100 %6.6 %2.8 ㊨
③売 上 高 総 利 益 率 欝 ×100 %17.6 %16.9 -
④一般管理販売費率 欝 ×100 %9.4 %13.6 ◎
(む支 払 利 子 率 支払利息+割引料 ×100売上高 %1.9 %1.6 △
性 ⑥ 総 資 本 B]転 率 売上高 回 回 ◎
亨萄雇膏奉 2.0 1.3
a)売上債権回転期間 受取手形+割引手形+売掛金 ×12売上高 か月3.2 か月2､7 △
⑧ 棚卸資産回転期間 慧 警 ×12 か月0.4 か月0.8 ㊨
⑨固定資産回転期間 固定資産+繰延資産 ×12売上高 か月3.2 か月3.6 ○
⑬ 仕入債務回転期間 支払慧 諾 掛金 ×12 か月1.1 か月1.6 ◎
安全性 ⑫ 流 動 比 率 1諸 芸を ×100 %104.8 %141.3 ▲
⑫固 定 比 率 固定慧 若 資産 ×100 %131.3 %150.2 ○
⑬ 自 己 資 本 比 率 鷺 ×100 %38.3 %26.4 ㊨
⑭借 入 金 依 存 度 借入鴛 至瞥 手形×12 か月2.6 か月4.0 ㊨
⑮企 業 規 模 売上高 千円212.617 千円563.732 ▲
坐塞 ⑬ 1人当 り月売上高 嘉 島 ÷12 千円844 千円1.268 ▲
⑰ 1人当 り月加工高 加工裏表誓S# )÷12 千円530 千円507 -
⑬ 1人当 り月人件費 響 ÷12 千円293 千円312 -
⑬ 労 働 分 配 率 票 等 論 纂芸,×100 %55.2 %61.4 ○
性 ⑳ 加 工 高 比 率 加工票主翼利益)×100 %62.9 %40.0 ◎
その他 ㊧ 損益分岐点月売上高 固定費÷12 千円15.837 千円 /
1-(変動費÷売上高) 43,717
⑳ 経 営 安 全 率 - 損等 誓書謂 上高〕×100 %10.6 %6.9 ◎
⑳限 界 利 益 率 [1-禁書 )×100 %62.9 %40.0 ㊨
⑳ 1か月当 り固定費 些重宝 千円 千円12 9.960 17.493








比 率 名 Ⅰ年 3月 Ⅱ年 3月 Ⅲ年 3月
収益性 ① 総 資 本 経 常 利 益 率 % % %
0.6 1.8 0.3
② 売 上 高 経 常 利 益 率 % % %0,9 2.8 0.5
③ 売 上 高 総 利 益 率 % % %26.4 27.5 25.4
④ 一 般 管 理 販 売 費 率 % % %19.5 19.5 20.4
⑤支 払 利 益 率 % % %7.3 6.9 6.1
⑥総 資 本 回 転 率 回 回 回0.6 0.7 0.7
⑦ 売 上 債 権 回転 期 間 か月 か月 か月5.0 5.5 5.1
⑧棚 卸 資 産 回 転 期 間 か月 か月 か月6,1 5.0 4.3
⑨ 固 定 資 産 B]転 期 間 か月 か月 か月6.6 5.9 6.3
⑬仕 入 債 務 回 転 期 間 か月 か月 か月4.3 3.5 4.0
安全性 ⑪流 動 比 率 % % %
117.0 114.4 96.6
⑫ 固 定 比 率 % % %168.0 156.3 171.3
⑬ 自 己 資 本 比 率 % % %19.8 20.8 20.5
⑭借 入 金 依 存 度 か月 か月 か月ll.3 10.5 9.8
⑮企 業 規 模 千円 千円 千円363,800 380.600 369,100
坐秦性 ⑯ 1人 当 り月 売 上 高 千円 千円 千円
919 961 932
⑳ 1人 当 り月 加 工 高 千円 千円 千円444 528 494
⑬ 1人 当 ■り月 人 件 費 千円 千円 千円228 254 267
⑲ 労 働 分 配 率 % % %51.4 48.2 54.2
⑳ 加 工 高 比 率 % % %48.3 54.9 53.0
その他 ⑳損益分岐点月売上高 千円 千円 千円
29,790 30,243 30.645
⑳経 営 安 全 率 % % %1.7 4.6 0.4
⑳ 限 界 利 益 率 鶴 % %48.2 54.6 52.7
⑳ 1カ 月 当 り固 定 費 千円 千円 千円14.366 16,510 16.150













資金 とい う) と企業存立の基礎 となる資金 (塞



















































































































(注)1 年回転率-B/S諾 員金額 ････.- ･･回

































諾 蓋+歪 姦 +嬰 慧+蒜品 望
月 商
ア)vBiは売上債権回転期間であり､売上債権





















































































































































































































イ 回転変化要因はそれが意図した (予定 し
た)ものか否か次により原因を調べる必要が
ある｡
ア)売掛金の回転期間長期化は長期回収不能
先 (焦付債権という)の発生によるもので
はないか｡
イ)受取手形の回転期間長期化は売掛金回収
時の受取手形比率の上昇か､受取手形サイ
ト(決済期日までの期間)の長期化か｡
ウ)棚卸資産の回転期間長期化は不良在庫
(流行遅れ製 ･商品､製品変更による使用
不能原材料など)の発生によるものではな
いか｡
-)仕入債務 (買掛金 ･支払手形)の回転期
間の変化はいかなる理由によるものか｡ま
た､回転期間の長期化は支払条件の悪化を
示すが､それが仕入先に対する信用度低下
や仕入単価の上昇を起こしていないか｡
オ)その他の勘定科目 (前渡金 ･未払金等)
についてもその金額が大きい場合は内容を
チェックする｡
③ 財務資金
財務資金は､基礎資金 ･営業運転資金の過不
足をどのように調整したかを示すものである｡
ア 現金預金は増加しているか｡
売上が増加している場合は支払い準備のた
め現金預金も増加することが望ましい｡
イ 短期資金 (短期借入金+割引手形)の増加
額は売上増加にスライドしたものか｡
短期資金 (割引手形を含む)は営業運転資
金の不足額を賄うべきものであり､売上増加
率以上に短期借入金が増加している場合は基
礎資金の不足か､営業運転資金の回転率変化
が原因の場合が多い｡
り 今後の金融検閲からの短期資金調達余力を
知る｡
金融機関から短期資金を借りる場合 は収益
力･担保が問題となる｡
手持受取手形 (受取手形一割引手形)のう
ち割引可能の手形残高がどれだけあるか､不
動産担保等による短期借入金の借り入れ可能
額がどれだけあるかを調べる｡
(かみやま ひでお 助教授)
(1995.9.7 受理)
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